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大衡村告示第１１６号 

 

 

地方公務員法(昭和２５年法律第２６１号)第５８条の２第３項の規定により、大衡村人事行政の運営

等の状況を下記のとおり公表する。 

 

令和７年１１月４日 

 

大衡村長 小川 ひろみ 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（1）採用試験の実施状況 

令和 6年度職員採用試験（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日）（単位：人） 

職  種 受験者 合格者 備考 

上級・行政 6 1  

上級・土木 3 1  

初級・行政 5 2  

初級・土木 2 0  

初級行政（社会人） 1 1  

計 17 5  

  

（2）職員採用の状況（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日）（単位：人） 

職  種 採用者 

上級・行政 1 

初級・行政 2 

初級行政（社会人） 1 

計 4 

 

（3）職員の退職の状況（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日）（単位：人） 

区    分 定年退職 勧奨退職 普通退職 計 

村 長 部 局 1 0 1 2 

教育委員会部局 1 0 0 1 

水道事業の企業職員 0 0 0 0 

計 2 0 1 3 

 

（4）職員の定数の状況（令和 7年 4月 1日現在）（単位：人） 

部      局 定  数 職 員 数 差  引 

村 長 部 局  87 80 -7 

議 会 事 務 局  3 3 0 

教育委員会の事務局及び教育委員 

会の所管に属する学校及び学校以 

外の教育機関の職員 

 15 14 -1 

農 業 委 員 会 の 職 員  1 1 0 

水道事業の企業職員  5 2 -3 

計 111 100 -11 

※ 職員数は休職者、派遣職員等を含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 
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（5）部門別職員数の状況（各年 4月 1日現在）（単位：人） 

区  分 

部  門 

職 員 数 
差 引 

令和 6年 令和 7年 

一般行政 

議 会 3 3 0 

総 務 29 30 1 

税 務 7 7 0 

民 生 9 11 2 

衛 生 9 8 -1 

農林水産 6 6 0 

商 工 4 4 0 

土 木 8 8 0 

計 75 77 2 

教  育 13 14 1 

公営企業等 

水 道 2 2 0 

下水道 3 4 1 

その他 4 4 0 

計 9 10 1 

合       計 97 101 4 

 

（6）職種別職員数の状況（各年 4月 1日現在）（単位：人） 

職     種 令和 6年 令和 7年 差 引 

一 般 行 政 職 77 80 3 

税 務 職 7 7 0 

薬剤師・医療技術職 

（栄 養 士） 
2 2 0 

看 護 ・ 保 健 職 

（保 健 師） 
5 5 0 

福 祉 職 

（保 育 士） 
0 0 0 

企 業 職 5 6 1 

技 能 労 務 職 1 1 0 

教 育 職 0 0 0 

合       計 97 101 4 

※ 職員数は一般職員に属する職員数であり、休職者、派遣職員等を含み、 

臨時又は非常勤職員を除いています。 

 

２ 職員の給与の状況 

（1）人件費の状況（普通会計決算） 

区  分 
住民基本台帳人口 

(令和 7年 3月末現在） 
歳出額 Ａ 実質収支 人件費 Ｂ 

人件費率 

Ｂ/Ａ×100 

令和 6年度 5,495人 4,755,933千円 132,809千円 805,099千円 16.92％ 

※ 普通会計とは、一般的な行政内容を表している会計です。なお、水道、下水道、国保、介護などの

会計は普通会計には属しません。  

※ 人件費は、一般職、特別職の職員に支給された給与、退職手当、共済負担金、災害補償などの総額

をいいます。 
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（2）職員給与費の状況（普通会計当初予算） 

区   分 
職員数 

Ａ 

給   与   費 １人当たり

給与費  

Ｂ/Ａ  
給 料 職員手当 期末・勤勉手当  計 Ｂ 

令和 7年度 92人 320,516千円 49,159千円 130,818千円 500,493千円 5,440千円 

※ 職員手当には、退職手当を含みません。 

※ 特別職に支給される給与、報酬は含みません。 

※ 給与費は令和 7年度当初予算額です。 

 

（3）平均給料月額・平均年齢の状況(令和 7年 4月 1日現在)  

区    分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 292,500円 337,800円 39歳 1月 

技能労務職 271,100円 348,500円 56歳 0月 

※ 「平均給与月額」とは、給料に諸手当（通勤手当、時間外勤務手当等）を加えたもので、 

期末・勤勉手当、退職手当は含みません。 

 

（4）職員の初任給の状況（令和 7年 4月 1日現在） 

区   分 大衡村 国 

一般行政職 
大学卒 220,000円 220,000円 

高校卒 188,000円 188,000円 

技能労務職 中学卒 205,000円 － 

 

（5）職員の経験年数別・学歴別給料月額の状況（令和 7年 4月 1日現在） 

区   分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年 

一般行政職 
大学卒 該当者なし 309,100円 355,500円 

高校卒 251,300円 271,500円 292,400円 

技能労務職 中学卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 

 

（6）国との給料月額の水準比較（ラスパイレス指数)の状況 

年  度 平成 30 令和 1 令和 2 令和 3 令和 4 令和 5 令和 6 

一般行政

職 

93.1 91.7 93.8 94.3 95.4 95.0 94.8 

※ ラスパイレス指数は、国家公務員の給料を 100とした場合の村職員の給与水準を示したものです 

 

（7）一般行政職の級別職員数の状況(令和 7年 4月 1日現在) 

職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 7級 

計 標準的な職務内容 

（具体的な職名） 
主事等 主任等 主幹・主査 

 

係 長 

 

 

課長補佐等 

 

課長等 

 

課長 

職員数 26人 20人 6人 2人 12人 9人 2人 77人 

構成比 33.8％ 26％ 7.8％ 2.6％ 15.5％ 11.7％ 2.6％ 100.0％ 

参考：1年前の構成

比 
32.8％ 23.9％ 13.4％ 16.5％ 10.5％ 2.9％ 

- 
100.0％ 

※ 大衡村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

※ 令和７年度より、７級制に移行しています。 
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（8）職員手当の状況（令和 6年 4月１日～令和 7年 3月 31日） 

区  分 支   給   内   容 

令和 6 年度支給 (全会計) 

年間支

給総額 

支 給 

対 象 

職員数 

1人当た

り平均支

給年額 

扶 養 手 当 

（1）配偶者 

（2）子 

（3）父母等                  

（4）満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度

末までの子がいる場合 1人につき加算 

6,500円 

10,000円 

6,500円 

 

5,000円 

千円 

 

7,342 

人 

 

31 

円 

 

236,831 

地 域 手 当 

地域の民間賃金水準を適切に反映するため、物価等も踏ま

えつつ、主に民間賃金の高い地域に勤務する職員に支給 

【(給料+管理職手当+扶養手当)の月額×支給割合】 

（支給割合）仙台市勤務       6％ 

愛知県名古屋市    15％ 

738 3 246,064 

通 勤 手 当 

(1)交通機関利用者 

運賃等の額に同じ 

・定期券と回数券のうち安価の方の額 

・定期券は、6月以内の最も長い期間のものの額 

・最高月額 55,000円 

(2)自動車等使用者 

通勤距離に応じ 月額 2,000円～31,600円 

7,181 86 83,495 

期 末 手 当 

勤 勉 手 当 

 

6

月 

12

月 

期末手当 

1.225月分 

1.275月分 

勤勉手当 

1.025月分 

1.075月分 

合計 

2.250月分 

2.350月分 118,98

2 
96 1,239,395 

職務上の段階、職務の級等による加算措置 【有】 

住 居 手 当 

(1) 借家の場合  

・家賃 23,000 円以下 → 家賃額－16,000 円 

・家賃 23,000 円以上 →（家賃額－27,000 円）×1/2+11,000 円 

・家賃 55,000 円以上 → 28,000 円     

7,972 30 265,728 

管理職手当 
管理・監督の地位にある職員に支給 

8,520 14 608,571 
課長 55,000 円(6 級)  課長・局長・参事 50,000円(5 級) 

時 間 外 

勤 務 手 当 
正規の勤務時間を越えて勤務したときに支給 12,450 77 161,692 

管理職特別 

勤 務 手 当 

週休日又は休日に勤務した管理職手当の支給を受ける職

員に支給 
63 4 15,750 

退 職 手 当 

（支給率） 

自己都合   勧奨・定年 

勤続 20年 

勤続 25年 

勤続 35年 

最高限度 

19.6695月分 

28.0395月分 

39.7575月分 

47.709 月分 

24.586875月分 

33.27075 月分 

47.709  月分 

47.709   月分 

その他加算措置  

定年前早期退職特例措置（２～２０％加算） 
 

55,005 3 18,335,164 
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（9）特別職の報酬等の状況(令和 6年度) 

区 分 給料・報酬月額 期末手当 その他の手当 

村 長 給料    763,000円 6月  1.700月 

12月  1.750月 

合計  3.450月 

通勤手当 副村長 給料    587,000円 

教育長 給料    502,000円 

議 長 報酬    306,000円 6月  1.700月 

12月  1.750月 

合計  3.450月 

なし 副議長 報酬    249,000円 

議 員 報酬    234,000円 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（1）職員の勤務時間（令和 7年 4月 1日現在：標準的なもの） 

１週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

38時間 45分 8時 30分 17時 15分 正午～午後 1時 

 

（2）年次有給休暇の取得状況(令和 6年 1月１日～令和 6年 12月 31日) 

総付与日数 総使用日数 全対象職員数 平均使用日数 取得率 

3,553日 1,002日 94人 10.66日 29.89％ 

※ 総付与日数は、前年から繰り越された日数を含みます。 

 

（3）時間外勤務の状況（令和 6年 4月１日～令和 7年 3月 31日） 

時間外勤務総時間 超過勤務対象職員 職員一人あたりの平均時間 

6,523時間 77人 84時間 40分 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（1）分限処分者数(令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日)（単位：人） 

区            分 降任 免職 休職 降給 計 

勤務実績が良くない場合 0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 0 0 0 0 0 

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0 

職制，定数の改廃，予算の減少により廃職，過員を生じた場合 0 0 0 0 0 

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0 

合    計 0 0 0 0 0 

※ 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職責を十分に 

果たすことができないなど、一定の事由がある場合に、免職や休職などの処分を行うことです。 

 

（2）懲戒処分者数(令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日)（単位：人） 

区            分 戒告 減給 停職 免職 計 

法令に違反した場合 0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反した場合 0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 0 0 

合    計 0 0 0 0 0 

※ 懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持するため、職員に職務上の義務違反その他公務員と

してふさわしくない非行があった場合に、その道義的責任を問い、免職や停職などの処分を行うこ

とです。 
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５ 職員の服務の状況 

（1）職務専念義務免除の状況（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日）（単位：人） 

区              分 件 数 

厚生に関する計画の実施に参加する場合 42 

その他特に必要と認めた場合 1 

合   計 43 

 

（2）職員の営利企業等従事許可の状況（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日）（単位：人） 

区              分 件 数 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 17 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社，その他の団体の

役員，その他地方公共団体の規則に定める地位を兼ねる場合 
0 

合    計 17 

※ 職員が営利企業等に従事する場合には、地方公務員法に基づき任命権者の許可が必要です。 

 

６ 職員の研修及び人事評価の状況 

（1）研修の状況（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日） 

内       容 主    催 実施年月 実施日数 受講者数 

階
層
別
研
修 

新規採用職員研修 

市町村職員研修所 

R6.10～R6.11 4日 4 

一般職員研修Ⅰ R6.5〜R7.1 4日 6 

一般職員研修Ⅱ R6.6〜R7.2 4日 5 

監督者研修Ⅰ R6.8 3日 1 

管理者研修Ⅰ R6.5～R7.7 3日 7 

管理者研修Ⅱ R6.7～R6.8 2日 4 

管理者研修Ⅲ R6.7 2日 1 

専
門
研
修 

SNSを活用した情報発信力向上研修 R6.7 2日 1 

新任税務職員研修 R6.7 1日 1 

職
場
内 

ゲートキーパー養成講座 

大衡村役場 

R6.11 1日 30 

例規システム研修 R6.12 1日 22 

合      計 82 

 

（2）人事評価の実施状況 

評価の回数 2回 

評価の時期 4月・10月 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（1）健康診断等の実施状況（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日） 

区   分 対象者 受診者数 

基本健診 

全職員 

30人 

結核検診 31人 

子宮がん検診 23人 

乳がん検診 14人 
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胃がん検診 0人 

肺がん検診 1人 

大腸がん検診 3人 

人間ドック 30歳以上 63人 

脳検診 40歳以上 13人 

 

 

（2）公務災害等の状況（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日） 

区 分 発生状況 認定状況 

公務災害 0件 0件 

通勤災害 0件 0件 

 

（3）職員互助団体への公費支出の状況（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日） 

なし 

 

（4）利益保護の状況(令和 6年度) 

〇勤務条件に関する措置の要求の状況    なし 

〇不利益処分に関する不服申立の状況    なし 

 

８ 職員の休業の状況 

令和６年度 育児休業・部分休業及び育児短時間勤務の取得状況（単位：人） 

区   分 男性 女性 

新たに育児休業を取得した者 2 0 

前年度から引き続いている者 0 1 

合  計 2 1 

 

９ 退職管理の状況（単位：人） 

「大衡村職員の退職管理に関する規則」により、営利企業等へ再就職した場合には、届出が必要と

なります。 

区   分 人数 

再就職の届出の対象となる退職者数 0 

再就職の届出のあった退職者数 0 

 


